
璽 業 報 告
(2018年4月1 日から
2019年3月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果並びに対処すべき課題
① 事業の経過及びその成果

当期の我が国経済は、相次いだ自然災害の影響があったものの、雇用 ・ 所得環境の改善による個人消費の
持唾しや企業の設備投資の堅調な推移を受け、緩やかな回復基調が続きました。海外経済については、保護
主義的な通商政策の影響などにより、中国や欧州では経済成長の減速傾向が見られたものの、全体としては
米国や東南アジアを中心に景気回復傾向が継続しました。

このような経済環境のもと、当社グループにおいては、鋼材の販売数量は、国内における自動車向けを中
心に需要は堅調に推移したものの、加古川製鉄所における生産設備の一過性のトラブルや自然災害の影響な
どから、前期を下回りました。アルミ圧延品の販売数量は、自動車向けの需要が増加した一方で、飲料用缶
材向けの需要が減少したことなどから、前期を下回りました。銅圧延品の販売数量は、タイ生産拠点での設
備トラブル解消による銅管の販売数量の回復などから、前期を上回りました。油圧ショベルの販売台数は、
欧州、中国を中心に需要が堅調に推移したことから、前期を上回りました。

この結果、当期の売上高は、前期に比べ907億円増収の 1兆9,718億円となりましたが、設備トラブルに
よる販売数量の減少やエネルギーコストの上昇などにより、営業利益は前期に比べ406億円減益の482億円、
経常利益は前期に比べ365億円減益の346億円となりました。特別損益は、固定資産の減損損失を計上した
一方で、神鋼不動産（株）の株式の75%を譲渡したことに伴う利益を計上したことなどから143億円の利益と
なり、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期に比べ272億円減益の359億円となりました。

当社は、配当につきましては、継続的かつ安定的に実施していくことを基本としつつ、財政状態、業績の
動向、先行きの資金儒要などを総合的に考慮して決定することとしております。これに基づき、当期の期末
配当につきましては、 1 株につき10円 （年間20円） とすることを決議いたしました。

当社グループの事業別の事業の経過及びその成果は次のとおりであります。
【鉄鋼】

鋼材の販売数量は、国内における自動車向けを中心に需要は堅調に推移したものの、加古川製鉄所におけ
る生産設備の一過性のトラプルや自然災害の影響などから、前期を下回りました。販売価格は、主原料価格
の上昇などの影響を受け、前期を上回りました。

鋳鍛鋼吊の売上高は、製品構成の変化により、前期を下回りました。チタン製吊の売上高は、航空機分野
での拡販等により、前期を上回りました。

この結果、当期の売上高は、前期比5.4%増の7,539億円となりましたが、経常利益は、上工程の集約によ
る収益改善策が進捗したものの、設備トラブルや自然災害による販売数量の減少に加え、物流費の増加など
により、前期に比べ125億円減益の47億円となりました。

嗅接】
心接材料の販売数量は、束アジアを中心とした造船向けなどの需要が低迷した一方、海外における自動車

向けの需要が増加したことなどから、前期を上回りました。
溶接システムについては、国内の建築鉄骨向けの需要が引き続き堅調に推移し、売上高は前期並となりま

した。
この結果、当期の売上高は、前期比4.2%増の839億円となりましたが、経常利益は、原材料のコストア

ップなどにより前期に比べ12億円減益の36億円となりました。
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